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若手人材の採用状況に関する実態調査結果 
福 井 商 工 会 議 所 

中小企業総合支援センター 

 

【調査の概要】 

調査目的  県内企業の採用活動（新卒を主対象）の実態を把握し、今後の商工会議所事

業の基礎資料とすることを目的に実施。尚、本調査は毎年４月～５月にかけ

て定期的に実施している。 

調査対象  従業員 20 名以上の企業（当所会員）およびふくいジョブカフェパートナー登

録企業を対象、合計 587 社 

調査方法  郵送による調査票の送付、ＦＡＸによる回収。 

調査時期  平成２３年４月１５日（金）～２１日（木） 

回 答 率  ２４０件（４０．９％） 

【回答企業の属性】 

■業  種                                 （％） 
製造業  建設業  卸売業  小売業  サービス業  その他（金融・ 

運輸・通信他） 
３８．８  １３．８  ９．２  ８．３  ２１．６  ８．３  

■従業員数                                 （％） 
20 人以下 21～50 人 51～100 人 101～200 人 201 人超 未回答 

８．３  ３１．７  ２０．０  １５．８  １６．７  ７．５  
 
【調査結果の概要】 

１．２０１１年春の採用結果では、採用を行わなかった企業が３割存在するものの、採用

を行った企業では概ね満足のいく結果であった 

２．２０１２年の採用予定数は前年を大きく上回り、企業の採用方針が抑制から少しずつ

変化してきている 

３．３月に発生した「東日本大震災」が県内企業の２０１２年春の採用計画に与えた影響

は小さく、採用は予定通り実施されている 

４．２０１２年の採用について、「自社ホームページの活用」と「合同企業説明会への参加」

の割合が高まり、企業の多くが採用活動において複数のチャネルを活用している 

５．大学等との連携を強化したり、県外・有料で開催される合同企業説明会に積極的に参

加する企業が増加し、企業の採用意欲が昨年以上に高まっている 

６．学生の就職活動長期化是正について歓迎する企業が多いものの、自社の採用スケジュ

ールを遅らせるかどうかについては、今後の他社の動向を見て決める企業の割合が高

い 
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１．今春（2011 年春）の採用結果について 

 今春の採用結果について、“数”と“質”の両面から尋ねた。採用人数について過去３年

間のデータを比較してみたところ、「計画通り採用できた」企業が過半数を占める一方、「計

画通り採用できなかった」企業が昨年より若干増加した。これは、採用数ありきではなく、

求める水準に至らない学生は採用しない企業の厳選採用傾向を表しているとも考えられる。

また、「採用なし」と答えた企業も全体の３割にのぼり、新規採用に慎重な姿勢を維持する

企業も多かったことがわかる。 

採用人数（過去３ヶ年比較）

21.9

27.5

50.6

37.0

10.9

52.1

30.6

16.6

52.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

その他（採用なし、未回答）

計画通り採用できなかった

計画通り採用できた

％

2011春

2010春

2009春

 
 採用人材の水準については、依然として買い手市場が続く中、企業として自社が求める

水準の学生を比較的選べる状況にあり、それによって採用人材水準の満足度が高まってお

り、「非常に満足」「ほぼ満足」と答えた企業が過半数を占めた。 

採用水準（過去３ヶ年比較）

29.8

48.3

21.9

38.0

7.4

54.6

34.2

10.8

55.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

その他（採用なし、未回答）

やや不満、かなり不満

非常に満足、ほぼ満足

％

2011春

2010春

2009春

 
 
２．来春（2012 年春）の採用計画について 

「採用を予定している」企業が前回（昨年）調査の４８．６％から５３．５％に増加す

る一方、「採用を予定していない」企業は前回（昨年）調査の３５．１％から２８．６％に

減少しており、企業の採用方針が抑制から転換しつつあることが見受けられる。  
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2012年春の新卒採用

53.5%
28.6%

17.8%
予定している

予定していない

未定

 

業種別に比較した場合、小売業が他の業種に比べ採用意欲が高いことが目立つ。また、

前回（昨年）調査と比較してみても、ほぼ全業種において“採用予定あり”の割合が高ま

っている。中でも建設業においては“採用予定あり”との回答が昨年の３３．３％から５

０％に増加しており、業界内での採用抑制傾向が一段落しつつあることが分かる。  
 なお、今年度のアンケートにて把握した企業の採用予定数の合計は１４４社／７９９名

であった。（昨年度の数値 １２５社／６２５名）  

業種別　採用計画割合比較（2012年春）

64.7

53.3

75.0

40.0

50.0

50.6

29.4

22.2

10.0

40.0

33.3

32.1

5.9

24.5

15.0

20.0

16.7

17.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

サービス業

小売業

卸売業

建設業

製造業

予定している

予定していない

未定

 

 

３．「東日本大震災」による来春（2012 年春）の採用計画への影響について 

 ３月１１日に発生した「東日本大震災」が県内企業における来春の採用計画にどのよう

な影響を及ぼしているかを聞いた。被災地が遠方であり、支店や営業所を有する企業数が

少なかったこともあり、もともと採用予定のなかった企業を除外すると、ほとんどの企業

では大きな影響もなく来春の採用を予定通り実施するとの回答であった。 

東北沖大地震による新卒採用計画への影響

33.2%

1.3%

4.3%

0.9%

60.3%

影響なく予定通り

影響により採用拡大

影響により採用縮小

影響により採用取りやめ

もともと採用予定なし
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４．来春（2012 年春）の採用状況・募集活動について 

（１）応募者数について 

 応募者が「増えている」との回答が昨年より大幅に減少し、「これまでと変わらない」と

の回答が増加している。リーマン・ショック以降の就職難を背景に学生の問合せが急増し

た昨年と比較すると、応募状況はやや落ち着きを取り戻しつつあるということがわかる。 

2012採用活動（応募者数）

15.5

11.3

35.7

37.5

23.0

11.8

44.8

20.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

その他、未回答

減っている

これまでと変わらない

増えている

％

2011春 2012春

 

 

（２）応募方法について（複数回答） 

 学生の就職活動におけるインターネット活用割合の高まりにあわせ、企業においてもそ

れに対応する姿勢が明確に現れている。調査の結果、過半数を超える企業が「自社ホーム

ページを経由した応募」を行い、４割以上の企業が「民間の就活支援サイトを経由した応

募」を行っている。また、６割以上の企業が「合同企業説明会」を活用し、企業の多くが

採用活動に複数のチャネルを活用していることがわかる。 

2012採用活動（応募方法）

13.1

19.6

38.1

42.9

57.1

11.2

28.9

51.3

44.1

66.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

その他、未回答

電話やＦＡＸによる直接応募

自社のホームページを経由した応募

民間の就活支援サイトを経由した応募

公的機関・大学等が開催する企業説明会を経由した応募

％

2011春 2012春

 

 

（３）採用数について 

 採用数については「これまでと同じ」と回答する企業が約半数を占める一方で、「増やす」

企業が１０．４％の大幅増加、「減らす」が５．９％減少となり、企業の採用意欲はここに

きて徐々に回復傾向にあるといえる。 

 



 - 5 -

2012採用活動（採用数）

2.4

10.1

10.7

30.4

46.4

1.5

20.5

4.8

25.3

47.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

その他

増やす

減らす

未定

これまでと同じ

％

2011春 2012春

 
  これを業種別にみると、小売業において「増やす」と回答した割合が３割を超える高

い数値である一方、製造業においては約３社に１社が「採用数未定」と答えており、慎重

に判断しようと考える企業が多いことも見て取れる。 

業種別採用数（2012）

15.4

12.0

33.3

30.8

14.3

16.7

61.5

57.1

38.9

38.6

66.7

42.4

7.7

9.5

5.6

4.5

7.7

19.0

22.2

30.8

19.0

33.3

2.4

3.1

7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

サービス業

小売業

卸売業

建設業

製造業

増やす

これまでと同じ

減らす

未定

その他

 

（４）今後の採用活動について 

 現時点で、２０１２年新卒の「採用活動は既に終了した」と答えた企業は、採用を予定

している企業全体（１５２社）のうち９．９％（１５社）であり、他の多くの企業で引き

続き採用活動を行う予定であることがわかった。うち４４．７％（６８社）が今後も引き

続き積極的な採用活動の継続（合同企業説明会等への参加）を表明しており（昨年は１６

８社中８１社）、将来を担う新卒を中心とした「良い人材」へのニーズは底固く存在してい

ると言える。  
 なお、企業からの「その他」意見として、「ハローワークへ学生求人票を提出する」「個

別に大学等に求人票を提出する」といった回答が目立った。 

2012採用活動（今後の採用活動）

23.8

5.4

10.7

20.8

48.2

12.5

9.9

22.4

10.5

44.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

その他

採用活動は既に修了した

自社の単独説明会を中心に採用活動を継続する

自社へ個別に問合せがあった場合のみ対応する

今後も引き続き合同説明会等へ参加する

％

2011春 2012春
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５．企業が行っている採用活動の方針について（2012 年の新卒採用） 

 企業が行っている採用活動の方針に関して、８つの項目について尋ねた。２０１２年の

新卒者採用を予定していない約３割の企業を除いて、昨年の数値と比較してみると、企業

の採用に対する積極的な姿勢をあらわす結果となった。  

企業パンフレットの活用（％）

5.0

62.1

32.9

5.0

59.6

35.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

強化する

現状維持

行わない、その他

今回 前回 大学等との連携・強化（％）

20.4

52.1

27.5

7.3

55.1

37.6

0.0 20.0 40.0 60.0

強化する

現状維持

行わない、その他

今回 前回

 
 「企業パンフレットの活用」については昨年同様の結果となったが、「大学等との連携・

強化」については「強化する」と答えた企業の割合が大幅に増加した。買い手市場である

とはいえ、良い人材確保のために積極的に動く企業が増えてきたことがわかる。  

待遇条件の改善検討（％）

7.1

3.3

8.3

82.9

3.8

3.5

9.6

83.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

初任給の向上

諸手当の拡充

福利厚生の充実

行わない、その他

今回 前回 自社の企業説明会の開催（％）

5.4

49.2

0.8

44.6

6.2

43.8

0.4

49.6

0.0 20.0 40.0 60.0

回数を増やす

現状維持

回数を減らす

行わない、その他

今回 前回

 

 「待遇条件の改善検討」では、８０％超の企業が「行わない、その他」と回答したが、

「初任給の向上」を検討する企業が若干増えた。また、「自社の企業説明会」においては、

「行わない、その他」と回答した企業の割合が若干減少し、その分が「現状維持」（例年の

水準に戻す）に回っていることから、企業の採用抑制傾向に少し変化が現れ始めたとも見

て取れる。  

ホームページによる募集（％）

14.2

56.3

29.6

7.7

56.9

35.4

0.0 20.0 40.0 60.0

強化する

現状維持

行わない、その他

今回 前回
就職支援サイトの活用（％）

71.0

29.0

69.2

30.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

活用する

活用しない

今回 前回
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 「ホームページによる募集」を「強化する」との回答が前回（昨年）調査の約２倍に増

加し、「就職支援サイトの活用」についても採用予定のある企業ほとんどが「活用する」と

答えており、学生の就職活動におけるインターネット活用率の高さに企業が対応しようと

している状況が見受けられる。  

合同企業説明会への参加【費用】（％）

40.0

34.6

25.4

52.1

14.4

33.5

0.0 20.0 40.0 60.0

無料なら参加する

有料でも参加する

その他

今回 前回 合同企業説明会への参加【開催場所】（％）

48.8

25.8

25.4

55.6

17.3

27.1

0.0 20.0 40.0 60.0

県内のみ参加する

県外でも参加する

その他

今回 前回

 

 「合同企業説明会」への参加については「費用」と「開催地」の条件でそれぞれ尋ねた。

「無料なら参加する」「県内のみ参加する」の割合が依然高いのは昨年同様だが、「有料で

も参加する」企業が１４．４％から３４．６％へ増加、「県外でも参加する」企業が１７．

３％から２５．８％に増加しており、ここからも積極採用に向けてチャネルの幅を広げる

企業が増えてきていることが把握できる。  
 

６．日本経団連「倫理憲章」見直しに関する意見 

（１）学生の就職活動長期化是正について  
学生の就職活動長期化是正について尋ねたところ、回答した企業の５６．７％が「賛成」

と答えており、長期化是正に対する考えは概ね歓迎されていると言える。その理由として

「学生は学業に専念できる期間がもう少しあるべき」が圧倒的に多く、次いで「企業にと

っても長期化は負担となるため」があげられた。  

学生の就職活動長期化に対する考え

56.7%

4.9%

38.4%

賛成

反対

どちらとも言えない

 
 
（２）広報活動の開始時期を遅らせる制度変更について  
新卒採用の広報活動を１０月から１２月に遅らせるかどうかについては、「遅らせる」と答
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えた企業が全体の２９．３％にとどまった。先ほどの設問で「賛成」と答えた企業１２７

社においても、「遅らせる」と答えた企業は３９．４％であった。このことから、制度の趣

旨は理解できるものの、新卒採用で他社に先んじられるのは避けたいため、現時点では他

社が遵守するかどうか様子見を行う考えの企業が多いことがわかる。  

広報活動開始時期の変更についての考え

29.3%

36.6%

34.1%

遅らせる

他社の動向を見て検討

従来どおり変更なし

 
 
（３）卒業後３年以内の学生を新卒扱いとする制度変更について  
卒業後３年以内の学生を新卒扱いとするかどうかについては、「ケースによっては検討す

る」「従来どおり（既卒扱いで）変えない」と否定的な回答が７割近くにのぼった。その理

由としては「新卒時に採用されなかった人物を新卒学生と同等に扱うことへの疑問」「（卒

業後３年以内の学生を）新卒扱いにするメリットを感じない」があげられた。  

卒業後３年以内学生の新卒扱いについての考え

30.4%

47.0%

22.6%
３年以内は新卒とみなす

ケースによって検討

従来どおり（既卒扱い）

 
 
 


